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１．Ｈｏｗ Ｔｏ 保全（１）  

  建築設備の基礎  ～ シリーズ第2回⽬ ～ 
２．Ｈｏｗ Ｔｏ 保全（２） 

建基法・官公法の改正について 
３．Ｈｏｗ Ｔｏ 保全（３） 

官庁施設の被災情報伝達について 
４．お知らせ（１） 

「公共建築の日」及び「公共建築月間」のイベント 
  かわりゆくニーズ  ～ 進化する公共建築 ～ 

５．お知らせ（２） 
   第３７回近畿地区官庁施設保全連絡会議について（報告） 

６．お知らせ（３） 
  保全業務勉強会（建築・電気・機械）について（報告） 

７．お知らせ（４） 
 公共建築工事標準仕様書等の改定について 

８．お知らせ（５） 
 粉末消火設備等の点検対象の追加について 

このメールマガジン（メールでの受信が不便な方にはＦＡＸで配信）は、国家機関、
地方公共団体、特殊法人、独立行政法人等において、施設管理に携わっておられる
方々に、施設保全の最新情報や保全技術等の各種情報をお知らせするために国土交通
省近畿地方整備局がお送りしております。 
本メールマガジンについての御意見、御感想や、「How to 保全」に取り上げて欲

しい内容等の御連絡をお待ちしております。頂きました御意見等につきましては、今
後のメールマガジンの記事等に反映させていきたいと思っております。 

なお、バックナンバーにつきましては、下記ＨＰに掲載しております。 
http://www.kkr.mlit.go.jp/build/conservation/info_kinki/index.html 

保全インフォメーションきんき 編集事務局 
■営繕部 保全指導・監督室

TEL：06-6443-1791 
  Mail : kkr-soudan-hozen@mlit.go.jp 

■京都営繕事務所
TEL：075-752-0505 

  Mail : kkr-soudan-kyoei@mlit.go.jp 

http://www.kkr.mlit.go.jp/build/conservation/info_kinki/index.html
mailto:kkr-soudan-hozen@mlit.go.jp
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 建築設備の基礎シリーズの第２回目は電気設備の器具などについて具体的に説明します。 
 
 
 
 
 
 
 まず照明設備です。左上の写真から、照明器具、センサー、スイッチです。照明器具は
LED照明器具が主流になっています。LEDの寿命は長く、電球の交換ではなく器具本体の取
り替えになります。センサーは昼間の自然光の利用により、照明器具の照度を抑える明る
さセンサーと、人が通ると照明が点灯する人感センサーがあります。スイッチは一般的な
スイッチの他、複数の入り口から照明を点滅させる３路スイッチや、照明器具の点灯状態
を知らせるためにスイッチに赤ランプや緑ランプを組み込んだものがあります。 
 
 
 
 
 
 
 次は避難、誘導の設備です。写真左上から、非常用照明、避難口誘導灯、通路誘導灯で
す。非常用照明は停電時に点灯します。避難口誘導灯は避難口（屋外への退避扉）の前に
付いています。通路誘導灯は避難する向きを示しており廊下や曲がり角に付いています。 
 
 
 
 
 
 
 その他、よく目にする設備です。写真左上から、スピーカー、火災感知器、トイレ呼出
装置です。スピーカーは、一般放送の他火災を知らせる非常放送を兼ねた物もあります。
火災感知器は火災時発報し、ベルを鳴らして火災を知らせます。トイレ呼出装置は助けが
必要なときボタンを押して（あるいは紐をひいて）信号を出します。 
 本シリーズは、初めて施設管理に携わる方のために建築設備の主な器具などについて紹
介をさせていただいております。次回は機械設備の説明予定です。 

１．Ｈｏｗ Ｔｏ 保全（１） 
  建築設備の基礎  ～ シリーズ第2回⽬ ～ 
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照明器具 センサー スイッチ 

非常用照明 避難口誘導灯 通路誘導灯 

スピーカー 火災感知器 トイレ呼出装置 



２．Ｈｏｗ Ｔｏ 保全（２） 
  建基法・官公法の改正について 
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「建築基準法」「官公庁施設の建設等に関する法律」の改正について 
 

■改正の概要 
 

 ・12条点検の対象となる特殊建築物について、宿舎・倉庫・車庫等の用途に供する 
  床面積の合計が100m2を超えるものから200m2を超えるものに緩和（建基法第六 
  条第一項第一号）されました。ただし、階数が3以上の特殊建築物は、引き続き 
  100m2を超えるものが点検の対象（建基令第十四条の二第一項第一号）です。 
 

 ・災害があった場合において、用途を変更して学校、集会所、その他これらに類す 
  る公益上必要な用途に供する建築物（建基法第八十七条の三第二項）として利用 
  する場合は、点検対象外（官公法第十二条第一項に関連する政令）となりました。 

点検対象施設判定フロー 

     
 

    

    
    
        

        
        
        

        
200㎡ 1000㎡ 延べ面積 
事務所その他これに類する

用途の建築物 

官公法上の点検 
階数が２以上または
延べ面積が200㎡を
超える国の建築物 

建基法上の点検 
階数が５以上かつ
延べ面積が1000㎡
を超える 

階数 

5 
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階数 

      特殊建築物 
劇場、病院、共同住宅、学校、倉庫、
体育館、展示場、自動車車庫等 

延べ面積 

建基法上の点検 
用途に供する床面積の
合計が200㎡を超える 

又は 
階数が3以上かつ用途
に供する床面積の合計
が100㎡を超え200㎡
以下 
 

200㎡ 100㎡ 

3 

12条点検の対象建築物 

 ※ 左の座標図と、上のフロー図の赤文字部分が、 
  建基法・官公法の改正による変更箇所を示す。 



①被災情報伝達条件 
 以下に該当する場合、被災情報の伝達をお願い致します。災害の種類や規模によって
伝達の要否が異なります。 
 
・地震災害の場合 
 各施設に対応した震度観測点において、 
 『震度５強以上』の地震が観測された場合は、施設の被害の有無（「有」の場合は 
 被災情報とも）を伝達してください。施設に被害が無くても連絡をお願い致します。 
 『震度５弱以下』の地震が観測された場合は、施設に被害が生じた場合について連 
 絡をお願い致します。施設に被害が無かったときは連絡不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
・台風など、その他の災害の場合 
 その他の災害の場合は、施設に被害が生じた場合について被災情報を伝達してくだ 
 さい。施設に被害が無かったときは連絡不要です。 

３．Ｈｏｗ Ｔｏ 保全（３） 
  官庁施設の被災情報伝達について 
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 平成27年7月17日中央官庁営繕担当課長連絡調整会議の申し合わせにより、下記を目
的として官庁施設の被災情報を共有することになっております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

官庁施設の被災情報伝達要領等から抜粋 

「官庁施設の被災情報伝達要領等」については下記の国土交通省ホームペー
ジに掲載していますのでご覧ください。 
https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000022.html 

https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000022.html


③被災情報の送付方法・送付先  

◆施設管理者におかれましては、災害時における庁舎の状況を被災情報伝達様式２に記
入し、様式１に転記のうえ、以下の電子メールアドレスに添付して送信してください。
（電子メールに添付出来ない場合は、プリントアウトしたものをＦＡＸにて送信してく
ださい。） 
 
◆送付先：近畿地方整備局 営繕部 防災用メールアドレス 
     （保全指導・監督室、京都営繕事務所共通で受信可能） 
     kkr-bousai_eizen@mlit.go.jp 
     FAX:06-6942-3827 
  メールの件名は、『【地震被害報告】 官署名または施設名』としてください。  
  （例）件名：【地震被害報告】 ○○省○○局 （または○○地方合同庁舎）  
     
◆近畿地方整備局では、近畿管内で地震が発生した場合及び台風等の風水害による被害
が想定される場合、休日及び夜間においても、情報収集及び連絡にあたります。 
 
▼連絡先 
 営繕部 技術・評価課  TEL:06-6942-1141（代）  
▼休日または夜間、その他上記に連絡がとれない場合の連絡先  
 営繕部 計画課     TEL：06-6944-0004（夜間直通） 
             FAX：06-6943-8452  
  または    
 営繕部 技術・評価課  TEL：06-6942-5122（夜間直通） 
             FAX：06-6942-3827  

②対象施設 
 災害時において被災情報を伝達する「対象施設」は、下図のとおりです。着色（緑色）
している範囲が被災情報伝達対象施設です。それ以外の施設は対象外です。 
 ※近畿地方整備局営繕部に被災情報を伝達してもらう施設は●の付いた施設です。 
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⑥いつでもお問い合わせ下さい！ 
 被災情報伝達について不明な点や迷う内容があれば、いつでも近畿地方整備局営繕部 
技術・評価課（06-6942-1141）までお気軽にお問い合わせ下さい！ 

・震度5強以上の地震が観測された地域では、被害の有無にかかわらず、被災情報を伝達してください。

・その他の災害(震度5弱以下の地震が観測された場合を含む)により、施設に被害が生じた場合は、被災情報を伝達してください。

・電子メールでの伝達時は、ファイル名称は「施設識別コード　施設名称　第●報」、メールタイトルは「施設識別コード　施設名称　第●報　（災害名）」と設定してください。

・津波警報が発令されている場合、余震が続いている場合等は、無理して点検しないでください。また、夜間発災の場合は特に安全に留意して点検してください。

・施設管理者は自身の安全を確保しながら、各点検の段階毎に点検を実施してください。各点検段階で「立入不可」の判断を行った場合は、以降の点検は不要とします。

・各点検段階毎の「措置状況」は、判断が困難な場合はチェック不要です。

・被災により建物に立ち入り不能となった場合などは、可能な手段による伝達に努めてください。

・大規模災害時等で被害の把握やとりまとめに時間を要する場合などは、第１報は可能な手段による伝達で構いません。

年 月 日 時 分 第 報

０．建物調査可否

① （ ）

② （  【う】　浸水・冠水、地盤の液状化、地盤の崩壊　等 ）

１．へ

１．外観を一見して危険と判断できる被害

① （ 　【え】　倒壊・崩壊、傾斜 ）

２．へ

２．建物外部の被害

① （ 　【お】　ｺﾝｸﾘｰﾄのひび割れ・剥落・鉄筋露出　等 ）

② （ ）

      ３．へ

３．建物内部・ライフラインの被害

① （ 　【け】　ｺﾝｸﾘｰﾄのひび割れ・剥落・鉄筋露出　等 ）

② （ ）

③ （ ）

④

⑤

４．その他

① 人的被害

■国土交通省への連絡事項■
※上記を踏まえ、以下の３項目が入力されていることを確認の上、共有願います。

※「建物被害」については、１項目でも被害があった場合は、「有」を選択してください。

　

1.外 4.他

② ① ① ① ④ ➄ ① 被 継 調

あ い う え お か き く け こ さ し す せ そ た ち a/x b/y c/z

管理

被災情報等 特　記　事　項

建物被害の有無

建物の継続使用の状況

③②

その他被害

措置状況

項　目 点検中 被災情報等 特　記　事　項

　　　　　※携帯メール送付用記号

① ②

第
○
報

0.調査 ２．外部 ３．内部・ライフライン 連絡事項

現地調査の要否

　　　　　※様式１転記用
　　　　　　被災情報集計欄

区
分

震
度

日
付

時
刻

項　目 確認中

建物内部

商用電源

トイレ等の給水

建物内部の構造躯体

措置状況

点　検　項　目 点検中 被　災　情　報 特　記　事　項

建物外部の構造躯体

落下危険物

措置状況

点　検　項　目 点検中 被　災　情　報 特　記　事　項

建物（外観）

措置状況

点　検　項　目 点検中 被　災　情　報 特　記　事　項

敷地及び周辺状況

建物調査可否の状況

点　検　項　目 点検中 被　災　情　報 特　記　事　項

項　目 点検中 被　災　情　報 特　記　事　項

建物の状況

施設所在地 震度観測点 震　度 優先対応施設

Eメール：

TEL： TEL：

部局名施設識別ｺｰﾄﾞ 区　分

災害名

施設名

西暦報告日時

被災情報伝達様式 様式２

宛
先

メインルート バックアップルート

送
信
元

所属名：

●
●
省

所属名：

TEL：

FAX： FAX： FAX：

国

土

交

通

省

所属名： 氏名：

Eメール： Eメール：

該当 否

被害無し 有

被害無し 有

可能 不可

被害無し 有

被害無し 有

被害無し 有

無し 要注意・専門家に調査依頼 建物退去

被害無し 有

無し 要注意・専門家に調査依頼 建物退去

被害無し 有

被害無し 途絶

被害無し 【そ】 断水

被害無し 【た】 有

無 当該エリアの立入禁止 使用不能

無し 建物退去

被害無し 【ち】 有

【あ】 火災又は火災の恐れ（煙、ガス臭）
【い】 建物浸水

【か】 窓ガラスのひび割れ・落下
【き】 外装材のひび割れ・落下
【く】 看板・機器類の損傷・落下

【こ】 天井落下
【さ】 漏水
【し】 その他

【す】 非常用発電設備 稼働中 【せ】 停電

【a】 被害無し 【x】被害有り

【b】 使用可 【y】使用不能

【c】 不要 【z】 要

管理官署 入居官署

様式３

施設名 対象災害

項目 部位:

項目 部位:

被災情報伝達様式

遠　景 近　景

遠　景 近　景

　写真 　写真

　写真 　写真

様式１ 

・震度5強以上の地震が観測された地域では、被害の有無にかかわらず、被災情報を伝達してください。 　所属名: 　所属名: 所属名:

・その他の災害(震度5弱以下の地震が観測された場合を含む)により、施設に被害が生じた場合は、被災情報を伝達してください。 　Eメール 　Eメール: 　 氏名:

・被害のあった施設のみ、様式２・３を添付の上、被災情報を伝達してください。 　TEL: 　TEL: Eメール:

　ただし、本省庁間でのバックアップルートとしての共有にあたっては、様式２・３の添付は不要です。 　FAX: 　FAX: 　　TEL:

・電子メールでの伝達時は、ファイル名称は「部局名　第●報」、メールタイトルは「部局名　第●報　（災害名）」　と設定してください。 　　FAX:

・第２報以降は、修正・追記箇所を赤字で表記してください。

1 .外 観 4 .他

②周辺 ① ①構造 ①構造 ④水 ➄他

都道

府県

市区

町村
番地 構造

地上

階数

地下

階数
震度観測点

火

災

建

物

浸

水

敷

地

及

び

周

辺

倒

壊

・

崩

壊

、
傾

斜

損

傷

窓

ガ

ラ

ス

外

装

材

看

板

・

機

器

類

損

傷

天

井

落

下

漏

水

そ

の

他

非

常

用

発

電

設

備

停

電

断

水

そ

の

他

被

害

あ い う え お か き く け こ さ し す せ そ た ち a/x b/y c/z

2103008 ○○省 ○○本部 ○○港湾合同庁舎 △△県 ○○市 ××2-6-15 3,000 1985年2月 RC（鉄筋コ 3 0 ○ ○○市○○

2103007 ○○省 ○○地方○○局 ○○合同庁舎 △△県 ○○市 ××町１２３番 6,000 1990年3月 RC（鉄筋コ 5 0 ○ ○○市○○

2103009 ○○省 ○○地方○○局 ○○地方○○局 △△県 ○○市 ××××6-7-10 3,000 1998年5月 RC（鉄筋コ 3 0 － ○○市○○

2103009 ○○省 ○○地方○○局 ○○事務所 △△県 ○○市 ××××町22-15 1,500 1983年5月 RC（鉄筋コ 2 0 ○ ○○市○○

2103011 ○○省 ○○地方○○局 ○○出張所 △△県 ○○市 ××××1-2 450 1996年2月 RC（鉄筋コ 2 0 － ○○市○○

2103011 ○○省 ○○地方○○局 ○○出張所 △△県 ○○市 ××××1-2 450 1996年2月 RC（鉄筋コ 2 0 － ○○市○○

△△地方○○部　□□□課

山田太郎

ｘｘｘｘｘｘｘ＠XXX.go.jp
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災害名 ●●北部を震源とする地震について 部局名 ○○地方○○局 報告日時 20××/04/01 11:30 第 1 報
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報告日時 施設の被災情報 連絡事項

除外
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（要領
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日付 時刻

第

○

報

０．建物調査可否 2.建物外部の被害

国土交通省　記入欄

施設識別

コード
省庁 部局名 施設名

施設所在地

主要建築物

延べ面積

（㎡）

主要建築物

建築年月

主要建築物の構造・階数

優

先

対

応

施

設

備　考

①建物 ②落下危険物 ②建物内部 ③電源 人

的

被

害

３．建物内部・ライフラインの被害 　
建
物
被
害
の
有
無

　
建
物
の
継
続
使
用
の
状
況

　
現
地
調
査
の
要
否

　
現
地
調
査
の
実
施
状
況

被　害　概　要

（※特記事項等より）

④伝達様式 
 被災情報の伝達は次の（１）～（３）の様式を作成してください。 
 （１） 様式１（被災情報のとりまとめ） 
  ・被災情報のとりまとめを行うための様式。 
    発災後に各施設から報告のあった「様式２」（震度５強以上の地域に所在する施 
   設の「被害無し」の報告を含む）より転記してください。 
 （２） 様式２（各施設の被災情報） 
  ・個々の施設の被災情報を伝達するための様式。 
    様式内に示す点検の段階毎に施設管理者が安全を確保しながら点検を実施し、記 
   入してください。 
 （３） 様式３（各施設の被災状況写真） 
  ・施設に被害があった場合に、被災部位の写真を添付し伝達するための様式。 
    施設管理者において、被害の部位や状況を把握しやすいよう、遠景と近景を撮影 
   し、様式内に添付してください。 

様式３ 

様式２ 

様式１については、ＢＩＭＭＳ－
Ｎのエクスポートオプション「被
災情報伝達様式」から出力するこ
とも可能です。「基本情報」の部
分が登録データから自動転記され
るので便利です。 

保全インフォメーションきんき No.１４４ 

近畿地方整備局 営繕部 Page.  6/12 

※各様式は近畿地方整備局ＨＰからダウンロード出来ます。 
http://www.kkr.mlit.go.jp/build/facadmin/index.html 

「被災情報伝達様式２」作成にあたっては下記の国土交通省ホーム
ページに参考資料を掲載していますのでご覧ください。 
http://www.mlit.go.jp/common/001104836.pdf 

http://www.kkr.mlit.go.jp/build/facadmin/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/001104836.pdf
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４．お知らせ（１） 「公共建築の日」及び「公共建築月間」のイベント 

   かわりゆくニーズ  ～ 進化する公共建築 ～ 
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 第３７回近畿地区官庁施設保全連絡会議を令和元年７月３０日（大阪会場：グラン
キューブ大阪）、令和元年８月１日（京都会場：キャンパスプラザ京都）の両日で開催し
ました。 
 官庁施設保全連絡会議は、保全に関する情報等を適切に提供する場として、毎年開催
（近畿地区では２会場（大阪・京都）で年１回）をしています。 
 今年度につきましては、延べ１７３名（大阪会場１０３名、京都会場７０名）にご参加
いただきました。 

５．お知らせ（２） 
  第３７回近畿地区官庁施設保全連絡会議について（報告） 
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【京都会場の様子】 
 

キャンパスプラザ京都 
 

 会議では、近畿地方整備局営繕部より「国家機関の建築物等の保全の現況」、「建築物
等の法定点検や支障のない状態の確認」 「インフラ長寿命化計画関連（京都会場）」
「実地指導時の助言内容（大阪会場）」などについての情報提供を行ったほか、近畿経済
産業局より「省エネ法の概要」と題して、省エネ法に関する情報提供をしていただきまし
た。また大阪会場では、（一財）建築物管理訓練センターより「建物・設備保守現場から
の提案」と題して、実際の保守現場における事例等を紹介していただきました。 
 会議終了後は大阪会場・京都会場とも「公共建築よろず相談」と題して、技術系職員が
ご質問、ご相談をお受けする場を設けました。 
 保全指導・監督室・京都営繕事務所では会議の場に限らず、日頃の保全業務に関する疑
問・お悩みなどのご相談をお受けしておりますので、お気軽にご連絡ください。 

【大阪会場の様子】 
 

グランキューブ大阪 
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６．お知らせ（３） 
  保全業務勉強会（建築・電気・機械）について（報告） 

 「令和元年度 京都営繕事務所 保全勉強会」を６月２６日、７月３日の２回、京都第２
地方合同庁舎 共用会議室で開催いたしました。 
 本年度で３年目の開催となります。今年度から初めて施設保全業務に携わる施設保全責
任者及び施設保全担当者の方を対象として、施設の維持管理に必要な建築及び建築電気設
備・機械設備の基礎的な情報を習得するための勉強会としております。 
 まず、柴田京都営繕事務所長からの開催の挨拶に続き、建築編として保全指導・品質確
保課中谷調査・保全係長から「建築物等の基礎的な保全について」と題し建築の基礎につ
いて説明を行いました。 
 次に「電気設備の図面の読み方と保全のポイントについて」と題し保全指導・品質確保
課  泉屋技官から電気設備の設計図を示しながら、電気設備の概要、機器等の保全方法に
ついて説明、最後に機械設備編を「機械設備の図面の読み方と保全のポイントについて」
と題し西尾保全指導・監督官室長より機械設備の設計図を示しながら機械設備の概要、機
器等の保全方法について説明しま 
した。 
 ３時間の限られた時間で実施し 
施設の維持管理に必要な保全のポ 
イントに重点をおいた内容としま 
した。 
 
 終了後提出いただいたアンケー 
トでは以下のご意見をいただきま 
した。 
 ■ 説明が分かりやすかった。資料も沢山あり職場に戻ってからも活用出来そう。 
 ■ 図面の読み方など１年未満の私でも分かり易く、これから見てみようと思いました。 
 ■ 事務系ですが、技術職が常時不在のため参加させて頂きました。 
   基本的な事項について身についたと思います。業者とのやりとりもスムーズになる 
   と思います。 
 ■ もう少し初めての人用にやさしくしてほしい。 
 ■ 簡単すぎた。 
 多数のご意見ありがとうございました、本年度いただいたアンケートを踏まえ次年度は
更に充実した勉強会を開催させていただきます。 



前回（H28年版）から3カ年が経過し、以下の仕様書等がH31年版として制定されました。 
 ・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（電気設備工事編）（機械設備工事編） 
 ・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（電気設備工事編）（機械設備工事編） 
 ・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（機械設備工事編） 
 ・公共建築木造工事標準仕様書 
 ・建築物解体工事共通仕様書<平成31年版>※１ 
    ※１ 刊行物は「建築物解体工事共通仕様書<平成24年版>・同解説」以降発売されておりません。 

 
 
 
 
 
 
主な変更点は下記の内容になります。 
 「地球環境・生産性向上等への配慮」 
  ・型枠工事の合板について、「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のための  
   ガイドライン」（林野庁平成18 年2月15日）等に準拠した材料とされ、グリーン  
   購入法の基本方針に従い、板面表示等により合法性を確認する規定を追加。 
  ・「工法提案」の規定について、生産性向上等に有効な提案がある場合を追加。 
 「法令改正等に対応した見直し」 
  ・工事において発見された埋蔵文化財その他の物件の発見に係る権利について、標準 
   仕様書は契約における設計図書の一部であることから、発注者に帰属する規定に見 
   直し。 
 「全国的な市場性等の確認 」 
  ・材料の「新品」の定義について、有効期限がある場合を除き、「製造後一定期間以 
   内であることを条件とするものでなく、品質及び性能が製造所から出荷された状態 
   であるもの」と明記。 
 
詳細は国土交通省ＨＰをご覧ください。＜平成31年3月29日報道発表＞ 
  公共建築工事標準仕様書等の平成31年版制定及び関連する基準等の改定 
   ～現場の生産性向上、地球環境への配慮及び施工品質の一層の確保～    
    https://www.mlit.go.jp/report/press/eizen04_hh_000019.html 
 
また、令和元年 7 月 1 日より、産業標準化法が完全施行され、JIS の名称が「日本工業
規格（JIS）」から「日本産業規格（JIS）」 に替わりました。※２ 
    ※２ これまでに発行されたJISは、「日本工業規格」を「日本産業規格」に読み替えてご使用ください。 
       経過措置として、これまでに発行されたJISは次の改正まで有効で、JISマーク認証等も当面有効です。 

  （関連経済産業省ＨＰ・改正内容のパンフレット）     
     https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/jis.html 
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７．お知らせ（４） 
  公共建築工事標準仕様書等の改定について 

https://www.mlit.go.jp/report/press/eizen04_hh_000019.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/eizen04_hh_000019.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/jis.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/jis.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/jis.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/jis.html


 火災時に移動式粉末消火設備の加圧用ガス容器の容器弁が開放できないという事案が発
生したことを踏まえて、平成28年2月26日に「消防用設備等の点検の基準及び消防用設
備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件」他が公布され、「消防
用設備等の試験基準及び点検要領の一部改正について」が通知されました。 
 粉末消火設備の加圧式粉末消火剤貯蔵容器等に係る点検の基準について、加圧用ガス容
器等のバルブ類が点検の対象に追加されています。平成28年6月1日までに設置されたも
のについては、経過措置として、令和元年5月31日までは通知前の点検方法によることが
できるとなっていますが、6月1日以降は改正後の点検方法によるため、バルブ類の開放
点検が必要となります。また、開閉操作が容易にできることを一度確認されたバルブ類の
うち、消火剤貯蔵タンク、放出弁、加圧用ガス容器等の各構成機器に変形、損傷、著しい
腐食等がないことが確認されたものにあっては、バルブ類の開放点検を省略することがで
きるという緩和措置もあります。 
 粉末消火設備のうち移動式粉末消火設備は、1階ピロティー部の駐車場、立体駐車場、
機械式駐車場など、設置されている場合が比較的多いです。移動式粉末消火設備が設置さ
れている場合はバルブ類の開放点検が実施されているかを確認し、実施されていない場合
は対応をお願いします。 
 粉末消火設備だけでなく、ハロゲン化物消火設備についても同様に改正されていますの
で、詳しくは法令等を確認してください。 
  総務省消防庁や一般財団法人日本消防設備安全センターのホームページにもバルブ類
の開放点検に関して公開されていますので、参考にしてください。 
 
総務省消防庁
https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/kento177_22_sankou2-6.pdf 
一般財団法人 日本消防設備安全センター 
http://www.fesc.or.jp/ihanzesei/data/images/pdf/kaihoutenken.pdf 

８．お知らせ（５） 
  粉末消火設備等の点検対象の追加について 
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 消防用設備等点検報告制度のあり方に関する検討部会（消防庁）    
 （https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/kento177_22_sankou2-6.pdf）の資料より抜粋 

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/kento177_22_sankou2-6.pdf
http://www.fesc.or.jp/ihanzesei/data/images/pdf/kaihoutenken.pdf
http://www.fesc.or.jp/ihanzesei/data/images/pdf/kaihoutenken.pdf
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